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Ⅰ はじめに

昨今、学校現場を取り巻く環境が複雑化・多様化し、学校に求められる役
割が拡大する中、教職員の多忙化が大きな社会問題となっています。このよ
うな状況を受け、国は令和元年１２月に「公立の義務教育諸学校等の教育職
員の給与等に関する特別措置法」の一部を改正し、令和２年１月には「公立
学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育
委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する
指針」を示しました。
本県では、このような国の動きに先駆けて、子どもたちが安心して学べる

環境づくりや、保護者が信頼して子どもを預けられる環境づくりのためには、
教職員自らが自己研鑽する時間と、教職員が子どもとじっくりと向き合う時
間の確保が必要であるとの考えから、平成３０年度から令和２年度までの３
年間を取組期間とした「教職員多忙化解消アクションプラン」を策定し、各
テーマ別の取組を実施してきました。
その結果、学校現場の教職員の努力をはじめ、各連携団体の協力により、

教職員の時間外勤務時間は、全体的に削減されてきています。しかしながら、
令和２年６月に実施した教員の勤務実態調査の結果を個別に見ると、新型コ
ロナウイルス感染症対策の影響を考慮しても時間外勤務時間月４５時間を超
えている教職員の割合はまだまだ多く、時間外勤務時間月８０時間を超える
長時間勤務を行わなければならない状況にある教職員も依然として存在して
います。
福島県教育委員会ではこのような状況を打開するため、国の動きを踏まえ

て、「福島県立学校に勤務する教育職員が業務を行う時間の上限に関する規則」
を新たに制定するとともに、教職員多忙化解消プロジェクトチームを中心に、
連携団体とも検討を重ね、新たに令和３年度から令和５年度までの３年間を
取組期間とした、「教職員多忙化解消アクションプランⅡ」を策定し、その目
的を次のように定め、引き続き教職員の多忙化解消に取り組んでまいります。

Ⅱ 目的

児童生徒の健やかな成長と自己実現のために
は、長時間勤務是正による教職員の心身の健康
の保持や児童生徒と向き合う時間の確保、積極
的な自己研鑽の時間の確保等によって、質の高い
教育活動を展開し、学校全体の教育力を高めるこ
とが不可欠です。このため、より良い労働環境の整
備を進めるとともに、業務の適正化と時間外勤務
時間の削減を行います。
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Ⅲ 目指すところ

（１）時間外勤務時間（※）を、月４５時間（週１１時
間）以内かつ年３６０時間以内とする。

（２）業務繁忙な時期でも、月８０時間（週２０時
間）以内とする。

※ 令和２年度６月勤務実態調査「教員の１週間あたりの学内総勤務時間」(土日の
勤務時間を含む）より、正規の勤務時間（１日７時間４５分）と休憩時間（同４５
分）を合わせた週４２時間３０分を減じた時間。平日１日のモデルで見ると太線の
部分の時間を指します。

【例】
時間外 45 時間外

8:15 休憩時間を挟んだ正規の勤務時間 16:45

Ⅳ 本プランの目標

次に掲げる取組テーマを実践することにより、
３年間で時間外勤務時間月８０時間（※１）を超える
教職員の割合を０％かつ月４５時間（※２）を超える
教職員の割合を３分の１以下にします。
（令和２年度比・令和６年６月勤務実態調査において達成を目指します。）
※１：１週間あたりの学内総勤務時間６２時間３０分
※２：１週間あたりの学内総勤務時間５３時間４５分

この目標を達成することにより、すべての校種の校長、主幹教諭・教諭、
講師及び養護教諭等の常勤の職員の時間外勤務時間が月４５時間以下となり、
副校長・教頭についても月４５時間に近づくことができます。

校長 52:33 51:13 1:20 52:57 51:35 1:22
副校長・教頭 61:00 54:39 6:21 67:00 55:06 11:54
主幹教諭・教諭 53:52 52:10 1:42 58:59 53:38 5:21
講師 51:22 50:34 0:48 58:45 53:32 5:13
養護教諭 50:28 49:30 0:58 53:02 50:58 2:04

校長 51:30 50:42 0:48 51:55 50:42 1:13
副校長・教頭 60:43 54:44 5:59 60:38 54:30 6:08
主幹教諭・教諭 54:04 51:37 2:27 50:19 49:45 0:34
講師 52:28 50:43 1:45 47:55 47:42 0:13
養護教諭 49:49 49:28 0:21 49:00 48:33 0:27

62時間30分(月80時間)超の割合が０％
 53時間45分(月45時間)超の割合が
３分の１になった場合

削減時間
62時間30分(月80時間)超の割合が０％
 53時間45分(月45時間)超の割合が
３分の１になった場合

削減時間

※ 学内総勤務時間53時間45分(月45時間)以上を網掛けとした

令和２年度勤務実態
調査における
学内総勤務時間

令和２年度勤務実態
調査における
学内総勤務時間

小学校 中学校

高等学校 特別支援学校

令和２年度勤務実態
調査における
学内総勤務時間

削減時間
令和２年度勤務実態
調査における
学内総勤務時間

62時間30分(月80時間)超の割合が０％
 53時間45分(月45時間)超の割合が
３分の１になった場合

削減時間
62時間30分(月80時間)超の割合が０％
 53時間45分(月45時間)超の割合が
３分の１になった場合



3

Ⅴ 重点取組テーマ

１ 部活動の在り方の見直し

部活動は、教科指導とは異なる集団での活動を通じた人間形成の機会であ
るとともに、多様な児童生徒が活躍できる場であり、豊かな学校生活を実現
する役割も有しています。また、児童生徒がスポーツ、芸術文化等の幅広い
活動の機会を得られるとともに、学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養、
体力や技能の向上に資する重要な活動です。
しかしながら、長時間にわたる部活動や、大会等で優秀な成績を収めるこ

とのみを重視した過重な練習は、児童生徒の疲労の蓄積や、多様な活動機会

の制限、教職員の長時間労働という弊害にもつながります。

そこで、次に掲げる６つの取組により、児童生徒については、疲労の蓄積
やけがの防止を図るとともに、見通しをもって計画的に学習等を進めたり、
家族とともに過ごしたり、ボランティア活動など地域の活動に参加したりす
ることができるようにします。
教職員については、校務の処理や生徒と向き合う時間及び計画的に休息す

る日や時間を確保することにより、多忙化の解消を図ります。

（１）部活動の活動方針・年間活動計画の作成等

「部活動の在り方に関する方針」に基づいた、各学校の部活動の活動方針を

作成し、学校のホームページ等で公開します。また、各部活動の年間活動計

画及び部活動休養日等を示した毎月の活動計画を作成し、家庭に配布します。

※中学校の特設の部活動を含みます（以下同じ）。

※小学校の特設クラブについても中学校の基準を準用します（以下同じ）。

（２）設定された部活動休養日の徹底

１ 学期中

○中学校 平日週１日及び土日いずれか週１日以上

○高等学校 平日週１日及び土日いずれかを月２日以上

平日の休養日１日は児童生徒一斉下校日を利用するなどして一斉に実施

することとしますが、練習施設の確保等の事情がある場合は、校長の判断

で一部の部活動のみ別日に設定することができることとします。

土・日に大会等（遠征・合宿・練習試合・合同練習会等を含む）が実施

される場合は、原則として同月内の別日に休養日を振り替えます。

２ 長期休業中

○中高共通

学期中と同様に設定し、加えてお盆期間や年末年始の学校閉庁日も休養

日とすることを徹底します。
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（３）設定された部活動練習時間の上限の徹底

１ 通常練習
○中学校 平日２時間 学校の休業日３時間
○高等学校 平日２時間 学校の休業日３時間

２ 大会等
平日の大会、あるいは、土・日の大会等（遠征・合宿・練習試合・合同

練習会等を含む）は、上記練習時間の設定とは別に計画されますが、児童生
徒の健康・安全を第一に考え、十分な休養日（振替の休養日を含む）を設け
ます。

（４）大会等への参加の在り方の見直し

部活動の本来の目的及びスポーツ医・科学的な観点から児童生徒の健康・安
全を第一に考え、大会等の参加を精選します。
また、県教育委員会と各競技団体・体育連盟・校長会等との「部活動改革

検討委員会」を毎年開催し、大会等の精選を図っていただくよう要請します。

（５）部活動の設置数の見直しと複数顧問制の導入・拡大

各学校と地域の実情を踏まえ、部活動の設置数を精選し、一つの部活動に
対し複数の顧問を配置し、顧問間で部活動に係る指導時間等を調整します。

（６）部活動指導員の配置（中学校・高等学校）

学校の教育計画に基づき、校長の監督を受けて、単独で部活動の実技指導及
び大会・練習試合等の引率を行うことができる部活動指導員を配置し、部活
動の質的向上と併せて教員の働き方改革を図ります。部活動指導員の確保に
あたっては、関係団体と連携し、人材確保に努め、部活動指導員の資質・能
力（指導理念、コーチング、健康に関する知識、人間性等）を高める研修を
継続的に実施します。

２ 統合型校務支援システムの効果的な運用

県立学校については、令和２年度から運用を開始した、統合型校務支援シス
テムによる校務処理の成果と課題を把握し、効率化をさらに進めます。
市町村立学校については、関係機関の代表者で組織する「市町村立学校統

合型校務支援システムの在り方検討協議会（平成３０年１１月２６日設置）」
において、選定された推奨システムの各市町村における導入を促進します。
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Ⅵ 継続取組テーマ

１ マネジメント体制の改善

（１）勤怠管理システムによる出退勤時間の管理

令和２年度から県立学校に導入した勤怠管理システムを用いて、出退勤時間
を客観的に把握し、教職員自身が自らの勤務時間に対する意識を高めるとと
もに、管理職や教育委員会が在校時間を適正に管理することにより、勤務時
間・健康管理を意識した働き方を推進します。

（２）「ふくしま教育クラウドサービス（ＦＣＳ）」の活用

クラウドサービス（G Suite for Education)の特長を生かし、校内行事予定
の共有、各種文書・資料等の共同編集など、ＦＣＳの各種機能活用による業
務の効率化をさらに進めるために、活用実践例を共有します。

（３）副校長・主幹教諭の計画的な配置

小・中学校の大規模校や各地区の基幹校、課題校及び義務教育学校におい
て副校長・主幹教諭を配置し、メリハリのある効率的な業務の計画、進行の
管理を図るとともに、学校における業務のマネジメントの在り方について、
副校長、主幹教諭の配置校における優れた実践例を県内の各校に普及します。
また、一部の県立学校において副校長を配置し、校務運営や指導体制の充

実と迅速な対応、協働及び授業力向上を図ります。

（４）児童生徒一斉下校日の設定

原則として週に１日を児童生徒一斉下校日と定め、児童生徒の自主学習時間
や、ボランティア活動など地域の活動に参加する時間を確保するとともに、
教員自身が質の高い授業を展開するための研究、研修の時間、あるいは、効
率的な校務運営のための打合せ、会議の時間を確保します。

（５）夏季休業中における学校閉庁日の設定

各学校において、いわゆるお盆期間を含めた連続３日以上（週休日及び祝
日は除く）を学校閉庁日と定め、週休日の振替の際に指定するとともに、夏
季休暇、年次有給休暇の計画的な取得促進を図ります。
なお、休日である年末年始６日（１２月２９日～翌年１月３日）の閉庁を

徹底します。
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（６）法律に関するアドバイザーの活用

生徒指導上の問題について、選定された弁護士（生徒指導アドバイザー派
遣事業）が法律的視点からアドバイスを行い、課題の深刻化を防ぎます（市
町村教育委員会に対する支援も行います）。
また、県立学校においては、必要に応じて、教育庁を経由の上、知事部局

における法務相談制度も活用することができます（市町村立学校は対象外）。

（７）会議・研修会の精選及び調査・統計等の整理

県教育委員会が主催する会議や研修会について精選を行うとともに、その
内容や時間の見直しを行います。
また、県教育委員会が発出する依頼や調査事項について、引き続き教育庁

内において各課室の連携を密にしながら、十分に必要性を確認したうえで発
出し、学校の負担軽減に努めます。

２ 校務の見直し

（１）業務の役割分担等の見直し

県教育委員会が令和２年３月に策定した「多忙化解消に向けた業務の役割分
担等の見直し」について、県教育委員会の取組（手立て等）を引き続き実施
し、教職員の業務の役割分担・適正化を推進します。

（２）会議の精選、会議の持ち方の見直し

会議の廃止や精選を行います。また、スタンディング会議や時間制限を設
けた会議の実施、参加メンバーの見直し、校内イントラを活用した事前の資
料配付・事後の議決周知及び会議のペーパーレス化を行うなど、従来の会議
の持ち方を見直します。
また、外部機関等との会議については、オンライン会議の導入も推進しま

す。

（３）校務分掌における業務分担の適正化

学校内規の改正や業務慣行の見直しを行い、業務の明文化を進めるとともに、
委員会組織の改編等のスクラップ＆ビルドを実施し、業務分担の適正化を図
ります。
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（４）業務改善コンサルタント等による業務改善研修の成果
の共有

県教育委員会業務改善担当者を対象に実施した研修や学校訪問の成果をま

とめた事例集を、学校での業務改善の取組に生かし、改善できる業務の改廃

を保護者や地域の関係団体、行政機関と協働して行います。

（５）コンクール等（※）の精選（小学校・中学校）
※課外活動である部活動に係るコンクール等を除く

学校として授業の中で練習や創作等に取り組んで参加する音楽発表会や絵

画・ポスター・作文・書写等のコンクールを、学習指導要領の目的・内容に

照らし合わせて精選し、教育課程に位置づけます。

３ チーム学校による支援

（１）大規模校へのスクール・サポート・スタッフの配置
（小学校）

学習プリントの印刷、学年・学級事務（集金、備品管理、教材・教具準備、

軽微な事務連絡・調整、調査集計・回答書案作成等）などを教員に代わって

行うスクール・サポート・スタッフを大規模校の小学校に配置することによ

り、教員がより児童の指導や教材研究等に注力できる体制の整備を図ります。

（２）専門スタッフとの連携

スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、県立特別支援学校に

配置する教育支援アドバイザーなどの専門スタッフとの連携を図り、教員と

専門スタッフがそれぞれの専門性を発揮することにより、業務を分担して対

応できる体制を整備します。

（３）小学校英語の専科指導教員の配置

計画的な外国語教育支援の基盤整備を進めるなかで、専門性の高い教員によ

る指導を行うため、専科教員の配置を工夫し、負担軽減を図ります。
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（４）小学校外国語教育に関する指導資料の配付や活用促進

新学習指導要領の目標や内容の理解に役立つ｢イングリッシュ・コンパス｣

を小学校初任者及び中学校英語初任者に、また、外国語教育の情報を伝える｢イ

ングリッシュ・ウインド（外国語教育だより）｣を市町村教育委員会や各学校

に配付して、外国語の授業づくりの効率化を支援します。

（５）小学校における教科担任制の推進

学力向上推進事業の１つとして、小学校における教科担任制を推進します。

教科担任制を推進するモデル校には加配教員を配置し、教科指導の専門性を

活かしたきめ細かな指導に努めるとともに、教員の持ち時間数を軽減します。

（６）ＩＣＴ支援員の配置（県立学校）

ＩＣＴ支援員による、ＩＣＴを活用した授業、校務、校内研修及び環境整

備等の支援を行うことにより、担当教員の負担軽減を図ります。

４ 地域からの支援の積極的推進

（１）地域学校協働活動事業の活用と拡大

授業や放課後における学習支援、登下校の見守り、環境整備等を行う人材

を学校に派遣する地域学校協働活動事業において、地域の特性に応じた派遣

をさらに広げます。

（２）人材バンクデータの更新と活用の促進

福島県地域学校協働本部（県教育庁社会教育課）及び同地域本部（各教育

事務所）並びに各市町村本部（市町村教育委員会）は所有する人材バンクデ

ータの更新と活用を促進し、地域学校協働活動を進めていく中で、教職員の

業務負担の軽減も図ります。
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Ⅶ その他
１ 実施関係表
各取組を実施するにあたり、各団体をまたぐ横の連携も重視します。

県 市町村 小 中 県立 ＰＴＡ 中体連 高体連 高文連 高野連

テーマ 教委 教委 学校 学校 学校

重点

1 (1) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(2) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(3) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(4) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(5) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(6) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 ○ ○ ○ ○ ○

継続

1 (1) ○ ○ ○ ○ ○

(2) ○ ○ ○ ○ ○

(3) ○ ○ ○ ○ ○

(4) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(5) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(6) ○ ○ ○ ○ ○

(7) ○

2 (1) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(2) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(3) ○ ○ ○ ○ ○

(4) ○ ○ ○ ○ ○

(5) ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 (1) ○ ○ ○

(2) ○ ○ ○ ○ ○

(3) ○ ○ ○

(4) ○ ○ ○

(5) ○ ○ ○

(6) ○ ○

4 (1) ○ ○ ○ ○

(2) ○ ○ ○ ○ ○

※各団体が関係する取組に○がついています。

２ 庁内における時短推進の取組

教育庁、教育機関、学校の事務系職員については、知事部局と連携して業務
の見直しを行い、年次有給休暇や夏季休暇の計画的取得、朝活・夕活の取得
を推進するなど、時短推進に向けて取り組みます。
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Ⅷ おわりに ～教職員の皆さんへ～

県教育委員会は、教職員一人一人のワーク・ライフ・バランスが保たれ、心

身ともに健康であることが、児童生徒に対して質の高い教育活動を展開する

ことにつながると考えています。

教職員が児童生徒のことを第一に考え、業務に励むことは大切なことです

が、そのことにより、自己研鑽に励む時間を持てなくなるばかりか、持ち帰

り業務を含めた長時間勤務によりワーク・ライフ・バランスを崩して、健康

を損なうようなことがあってはなりません。

そのため、この「教職員多忙化解消アクションプランⅡ」で示した取組を、

県教育委員会を中心に、各所属においては管理職のリーダーシップのもと関

係者全員が協力して実践していきたいと考えています。

そして、限りある時間を計画的かつ有効に使うことによって、教職員が心

身ともに健康な状態で児童生徒と向き合うことにより、児童生徒の健やかな

成長と自己実現に寄与していきましょう。

※ 参考資料
本県のこれまでの教職員の多忙化解消の取組について
<https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/70014a/taboukakaisyou.html>
○ 学校運営の効率化のための取組事例集
・取組事例集～小学校編～
・取組事例集～中学校編～
・取組事例集～高等学校編～
・取組事例集～特別支援学校編～
○ 学校運営の効率化のための取組事例集Ⅱ
・取組事例集Ⅱ～学校運営の効率化のための実践レポート集～
○ 学校運営の効率化のための取組事例集Ⅲ
・取組事例集Ⅲ～学校運営の効率化のための実践レポート集Ⅱ～
○ アクションプランに基づく多忙化解消取組事例集
○ 多忙化解消に向けた業務の役割分担等の見直しについて


